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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ナフチルメチルオキシ基又はアントラニルメチルオキシ基含有芳香族炭化水素骨格（Ｐｈ
１）、フェノール性水酸基を有する芳香族炭化水素骨格（Ｐｈ２）、並びに、下記一般式
（１）および（２）で表わされるいずれか一つの２価の基（Ｘ）の各構造部位を有してお
り、且つ、前記ナフチルメチルオキシ基又はアントラニルメチルオキシ基を有する芳香族
炭化水素骨格（Ｐｈ１）及び前記フェノール性水酸基を有する芳香族炭化水素骨格（Ｐｈ
２）からなる群から選択される芳香族炭化水素骨格の複数が、前記２価の基（Ｘ）を介し
て結合した構造を有するフェノール系樹脂（Ｉ－１）にエピハロヒドリン（ａ－１）を反
応させ、得られたエポキシ樹脂（Ｉ－２）に（メタ）アクリル酸又はそのハロゲン化物（
ａ－２）を反応させ、得られたエポキシアクリレート（Ｉ－３）の水酸基に多塩基酸無水
物（ａ－３）を反応させることを特徴とする硬化性樹脂の製造方法。
【化１】
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（式中、Ｒ１及びＲ２は、各々独立的に、水素原子、炭素数１～６のアルキル基、炭素数
６～１８のメチル基、メトキシ基又は水酸基で置換されていてもよいアリール基を表わし
、Ｒ３は、独立的に、水素原子又はメチル基を表わし、Ａｒは、フェニレン基、ビフェニ
レン基又はナフチレン基を表わす。）
【請求項２】
前記フェノール系樹脂（Ｉ－１）が前記ナフチルメチルオキシ基又はアントラニルメチル
オキシ基含有芳香族炭化水素骨格（Ｐｈ１）と前記フェノール性水酸基を有する芳香族炭
化水素骨格（Ｐｈ２）の総数を１００とした場合に、前記ナフチルメチルオキシ基又はア
ントラニルメチルオキシ基の総数が１０～２００となる割合にある請求項１記載の硬化性
樹脂の製造方法。
【請求項３】
複数のフェノール性水酸基を有する芳香族骨格（Ｐｈ）が下記一般式（１）および（２）
で表わされるいずれか１つの２価の基（Ｘ）を介して結合した構造を基本骨格とするフェ
ノール系樹脂（ｉ）に、ナフチルメチルクロリド又はアントラニルメチルクロリド（ｉｉ
）を反応させて、ナフチルメチルオキシ基又はアントラニルメチルオキシ基含有芳香族炭
化水素骨格（Ｐｈ１）、フェノール性水酸基を有する芳香族炭化水素骨格（Ｐｈ２）、並
びに、下記一般式（１）および（２）で表わされるいずれか一つの２価の基（Ｘ）の各構
造部位を有しており、且つ、前記ナフチルメチルオキシ基又はアントラニルメチルオキシ
基を有する芳香族炭化水素骨格（Ｐｈ１）及び前記フェノール性水酸基を有する芳香族炭
化水素骨格（Ｐｈ２）からなる群から選択される芳香族炭化水素骨格の複数が、前記２価
の基（Ｘ）を介して結合した構造を有するフェノール系樹脂（Ｉ－１）を製造する第一工
程、
第一工程で得たフェノール系樹脂（Ｉ－１）にエピハロヒドリン（ａ－１）を反応させて
、エポキシ樹脂（Ｉ－２）を製造する第二工程、
第二工程で得たエポキシ樹脂（Ｉ－２）に（メタ）アクリル酸又はそのハロゲン化物（ａ
－２）を反応させてエポキシアクリレート（Ｉ－３）を製造する第三工程、
第三工程で得たエポキシアクリレート（Ｉ－３）の水酸基に多塩基酸無水物（ａ－３）を
反応させる第四工程
からなることを特徴とする硬化性樹脂の製造方法。
【化２】

（式中、Ｒ１及びＲ２は、各々独立的に、水素原子、炭素数１～６のアルキル基、炭素数
６～１８のメチル基、メトキシ基又は水酸基で置換されていてもよいアリール基を表わし
、Ｒ３は、独立的に、水素原子又はメチル基を表わし、Ａｒは、フェニレン基、ビフェニ
レン基又はナフチレン基を表わす。）
【請求項４】
前記フェノール系樹脂（Ｉ－１）が前記ナフチルメチルオキシ基又はアントラニルメチル
オキシ基含有芳香族炭化水素骨格（Ｐｈ１）と前記フェノール性水酸基を有する芳香族炭
化水素骨格（Ｐｈ２）の総数を１００とした場合に、前記ナフチルメチルオキシ基又はア
ントラニルメチルオキシ基の総数が１０～２００となる割合にある請求項３記載の硬化性
樹脂の製造方法。
【請求項５】
多塩基酸無水物（ａ－３）がテトラヒドロ無水フタル酸である請求項３記載の硬化性樹脂
の製造方法。
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【請求項６】
複数のフェノール性水酸基を有する芳香族骨格（Ｐｈ）が下記一般式（１）および（２）
で表わされるいずれか１つの２価の基（Ｘ）を介して結合した構造を基本骨格とするフェ
ノール系樹脂（ｉ）に、ナフチルメチルクロリド又はアントラニルメチルクロリド（ｉｉ
）を反応させて、ナフチルメチルオキシ基又はアントラニルメチルオキシ基含有芳香族炭
化水素骨格（Ｐｈ１）、フェノール性水酸基を有する芳香族炭化水素骨格（Ｐｈ２）、並
びに、下記一般式（１）および（２）で表わされるいずれか一つの２価の基（Ｘ）の各構
造部位を有しており、且つ、前記ナフチルメチルオキシ基又はアントラニルメチルオキシ
基を有する芳香族炭化水素骨格（Ｐｈ１）及び前記フェノール性水酸基を有する芳香族炭
化水素骨格（Ｐｈ２）からなる群から選択される芳香族炭化水素骨格の複数が、前記２価
の基（Ｘ）を介して結合した構造を有するフェノール系樹脂（Ｉ－１）を製造する第一工
程、
【化２】

（式中、Ｒ１及びＲ２は、各々独立的に、水素原子、炭素数１～６のアルキル基、炭素数
６～１８のメチル基、メトキシ基又は水酸基で置換されていてもよいアリール基を表わし
、Ｒ３は、独立的に、水素原子又はメチル基を表わし、Ａｒは、フェニレン基、ビフェニ
レン基又はナフチレン基を表わす。）
第一工程で得たフェノール系樹脂（Ｉ－１）にエピハロヒドリン（ａ－１）を反応させて
、エポキシ樹脂（Ｉ－２）を製造する第二工程、
第二工程で得たエポキシ樹脂（Ｉ－２）に（メタ）アクリル酸又はそのハロゲン化物（ａ
－２）を反応させてエポキシアクリレート（Ｉ－３）を製造する第三工程、
第三工程で得たエポキシアクリレート（Ｉ－３）の水酸基に多塩基酸無水物（ａ－３）を
反応させる第四工程
を経て得られた硬化性樹脂に、希釈剤、光重合開始剤、及び熱反応性硬化剤を混合するソ
ルダーレジストの調製方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、フレキシブルプリント配線板に用いるソルダーレジストとして有用な硬化性樹
脂に関し、更に詳しくは、硬化物自体に可撓性を有すると共に、フレキシブルプリント配
線板用途における基板である基板フィルムに対する密着性に優れ、プリント配線板として
の可撓性が充分で、更に、はんだ耐熱性に優れるソルダーレジストとして有用な硬化性樹
脂に関する。
【背景技術】
【０００２】
近年、プリント配線板の技術分野では、表面実装技術の向上に伴い、プリント配線板の高
集積化が加速度的に進んでおり、その結果、高密度、高信頼性に加えて、量産性と経済性
を兼ね備えたレジストパターンの形成方法が求められている。そのようなレジストパター
ンの形成方法に用いるソルダーレジストにおいても、高密度化に対する要求も一層厳しく
なっており、スクリーン印刷によるプリント配線板のレジストパターン形成法から、より
高精細なレジストパターンを形成できるアルカリ現像性のソルダーレジストインキが広く
使用されるようになっている。
【０００３】
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一方、近年、電子機器の小型化からフレキシブルプリント配線板が広く用いられており、
その結果、フレキシブルプリント配線板に適用できる可撓性を有し、かつ、高解像度の写
真現像に使用可能なアルカリ現像可能なソルダーレジストインキが求められている。
【０００４】
かかる要求特性に応える材料として、メチレン基、アルキリデン基及び芳香族炭化水素構
造を有するメチレン基から選択される２価の炭化水素基を介してアルコキシ基を有する縮
合多環式芳香族炭化水素基が他の構造部位と結合した化学構造を分子内に部分的に有する
カルボキシル基含有光硬化性樹脂からなるソルダーレジスト（特許文献１参照）が知られ
ている。
【０００５】
しかしながら、このソルダーレジストは、その硬化物自体は、可撓性を有し、フレキシブ
ルプリント配線板用途における基板である基板フィルムに対する密着性にも優れ、その結
果、プリント配線板としての可撓性が充分であり、更に、はんだ耐熱性に優れるものとさ
れているが、近年のプリント配線板の加速度的な高集積化と量産性の要求に対し、決して
満足できるものではなかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００８－１８４５３６
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
本発明が解決しようとする課題は、硬化物自体に可撓性を有すると共に、フレキシブルプ
リント配線板用途における基板である基板フィルムに対する密着性に優れ、プリント配線
板としての可撓性が充分で、更に、はんだ耐熱性に、より優れたソルダーレジストを提供
することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
本発明者らは、上記課題を解決するため、鋭意検討した結果、複数のフェノール性水酸基
を有する芳香族骨格（Ｐｈ）が特定の基を介して結合した構造を基本骨格とするフェノー
ル樹脂構造を有し、かつ、該芳香核にナフチルメチルオキシ基又はアントラニルメチルオ
キシ基を有するフェノール系樹脂（Ｉ－１）から誘導される硬化性樹脂が、基板フィルム
に対する密着性並びに可撓性、はんだ耐熱性に優れることを見出し、本発明を完成するに
至った。
【０００９】
即ち、本発明は上記課題を解決するために、（Ｉ）複数のフェノール性水酸基を有する芳
香族骨格（Ｐｈ）が下記一般式（１）および（２）で表わされるいずれか１つの２価の基
（Ｘ）を介して結合した構造を基本骨格とするフェノール樹脂構造を有し、かつ、該フェ
ノール性水酸基を有する芳香核にナフチルメチルオキシ基又はアントラニルメチルオキシ
基を有するフェノール系樹脂（Ｉ－１）にエピハロヒドリン（ａ－１）を反応させ、得ら
れたエポキシ樹脂（Ｉ－２）に（メタ）アクリル酸又はそのハロゲン化物（ａ－２）を反
応させ、得られたエポキシアクリレート（Ｉ－３）の水酸基に多塩基酸無水物（ａ－３）
を反応させて得られる硬化性樹脂を提供する。
【００１０】
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【化１】

【００１１】
（式中、Ｒ１及びＲ２は、各々独立的に、水素原子、炭素数１～６のアルキル基、炭素数
６～１８のメチル基、メトキシ基又は水酸基で置換されていてもよいアリール基を表わし
、Ｒ３は、独立的に、水素原子又はメチル基を表わし、Ａｒは、フェニレン基、ビフェニ
レン基又はナフチレン基を表わす。）
【００１２】
また、本発明は上記課題を解決するために、（ＩＩ）複数のフェノール性水酸基を有する
芳香族骨格（Ｐｈ）が下記一般式（１）および（２）で表わされるいずれか１つの２価の
基（Ｘ）を介して結合した構造を基本骨格とするフェノール系樹脂（ｉ）に、ナフチルメ
チルクロリド又はアントラニルメチルクロリド（ｉｉ）を反応させて、ナフチルメチルオ
キシ基又はアントラニルメチルオキシ基含有芳香族炭化水素骨格（Ｐｈ１）、フェノール
性水酸基を有する芳香族炭化水素骨格（Ｐｈ２）、並びに、下記一般式（１）および（２
）で表わされるいずれか一つの２価の基（Ｘ）の各構造部位を有しており、且つ、前記ナ
フチルメチルオキシ基又はアントラニルメチルオキシ基を有する芳香族炭化水素骨格（Ｐ
ｈ１）及び前記フェノール性水酸基を有する芳香族炭化水素骨格（Ｐｈ２）からなる群か
ら選択される芳香族炭化水素骨格の複数が、前記２価の基（Ｘ）を介して結合した構造を
有するフェノール系樹脂（Ｉ－１）を製造する第一工程、
第一工程で得たフェノール系樹脂（Ｉ－１）にエピハロヒドリン（ａ－１）を反応させて
、エポキシ樹脂（Ｉ－２）を製造する第二工程、
第二工程で得たエポキシ樹脂（Ｉ－２）に（メタ）アクリル酸又はそのハロゲン化物（ａ
－２）を反応させてエポキシアクリレート（Ｉ－３）を製造する第三工程、
第三工程で得たエポキシアクリレート（Ｉ－３）の水酸基に多塩基酸無水物（ａ－３）を
反応させる第四工程
からなることを特徴とする硬化性樹脂の製造方法を提供する。
【００１３】
更に、本発明は上記課題を解決するために、（ＩＩＩ）前記（Ｉ）記載の硬化性樹脂を必
須成分とするソルダーレジストを提供する。
【発明の効果】
【００１４】
本発明の硬化性樹脂を必須成分として含有するソルダーレジストは、フレキシブルプリン
ト配線板用途における基板である基板フィルムに対する密着性に優れ、プリント配線板と
しての可撓性が充分で、更に、はんだ耐熱性に優れる。本発明の硬化性樹脂を必須成分と
して含有するソルダーレジストは、例えば、プリント配線板等の回路基板のソルダーレジ
ストや層間絶縁層等として有用である。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】図１は、合成例１で得たナフチルメチルオキシ基を有するフェノール樹脂誘導体
（１）のＧＰＣチャートである。
【図２】図２は、合成例１で得たナフチルメチルオキシ基を有するフェノール樹脂誘導体
（１）のＣ１３ ＮＭＲチャートである。
【図３】図３は、合成例１で得たナフチルメチルオキシ基を有するフェノール樹脂誘導体
（１）のＭＳスペクトルである。
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【図４】図４は、合成例２で得たナフチルメチルオキシ基を有するエポキシ樹脂（２）の
ＧＰＣチャートである。
【図５】図５は、合成例２で得たナフチルメチルオキシ基を有するエポキシ樹脂（２）の
Ｃ１３ ＮＭＲチャートである。
【図６】図６は、合成例２で得たナフチルメチルオキシ基を有するエポキシ樹脂（２）の
ＭＳスペクトルである。
【図７】図７は、合成例３で得たナフチルメチルオキシ基を有するフェノール樹脂（３）
のＧＰＣチャートである。
【図８】図８は、合成例３で得たナフチルメチルオキシ基を有するフェノール樹脂（３）
のＣ１３ ＮＭＲチャートである。
【図９】図９は、合成例３で得たナフチルメチルオキシ基を有するフェノール樹脂（３）
のＭＳスペクトルである。
【図１０】図１０は、合成例４で得たナフチルメチルオキシ基を有するエポキシ樹脂（４
）のＧＰＣチャートである。
【図１１】図１１は、合成例４で得たナフチルメチルオキシ基を有するエポキシ樹脂（４
）のＣ１３ ＮＭＲチャートである。
【図１２】図１２は、合成例４で得たナフチルメチルオキシ基を有するエポキシ樹脂（４
）のＭＳスペクトルである。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
本発明で使用するフェノール系樹脂（Ｉ－１）は、複数のフェノール性水酸基を有する芳
香族骨格（Ｐｈ）が、下記一般式（１）および（２）で表わされるいずれか１つの２価の
基（Ｘ）を介して結合した構造を基本骨格とするフェノール樹脂構造を有し、かつ、該フ
ェノール性水酸基を有する芳香核にナフチルメチルオキシ基又はアントラニルメチルオキ
シ基が導入されたものである。前記フェノール系樹脂（Ｉ－１）は、前記ナフチルメチル
オキシ基又はアントラニルメチルオキシ基含有芳香族炭化水素骨格（Ｐｈ１）と前記フェ
ノール性水酸基を有する芳香族炭化水素骨格（Ｐｈ２）の総数を１００とした場合に、前
記ナフチルメチルオキシ基又はアントラニルメチルオキシ基の総数が１０～２００となる
割合であることが望ましい。
【００１７】
【化２】

【００１８】
（式中、Ｒ１及びＲ２は、各々独立的に、水素原子、炭素数１～６のアルキル基、炭素数
６～１８のメチル基、メトキシ基又は水酸基で置換されていてもよいアリール基を表わし
、Ｒ３は、独立的に、水素原子又はメチル基を表わし、Ａｒは、フェニレン基、ビフェニ
レン基又はナフチレン基を表わす。）
【００１９】
本発明の使用するフェノール系樹脂（Ｉ－１）は、ナフチルメチルオキシ基又はアントラ
ニルメチルオキシ基含有芳香族炭化水素骨格（Ｐｈ１）、フェノール性水酸基を有する芳
香族炭化水素骨格（Ｐｈ２）、並びに、上記一般式（１）および（２）で表わされるいず
れか一つの２価の基（Ｘ）の各構造部位を有しており、且つ、前記ナフチルメチルオキシ
基又はアントラニルメチルオキシ基を有する芳香族炭化水素骨格（Ｐｈ１）及び前記フェ
ノール性水酸基を有する芳香族炭化水素骨格（Ｐｈ２）からなる群から選択される芳香族
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する。
【００２０】
ここで、ナフチルメチルオキシ基又はアントラニルメチルオキシ基を有する芳香族炭化水
素基（Ｐｈ１）としては、例えば、下記構造式Ｐｈ１－１～Ｐｈ１－１３で表わされるも
のが挙げられる。
【００２１】
【化３】

【００２２】
　ここで、上掲した構造のうちナフタレン骨格上に他の構造部位との結合位置を二つ以上
有するものは、それらの結合位置は同一核上であってもよいし、或いは、それぞれ異核上
にあってもよい。また、１つの芳香族骨格にフェノール性基とナフチルメチルオキシ基又
はアントラニルメチルオキシ基の両方を含有していてもよいが、密着性、半田耐熱性の改
善効果が顕著となるため、（メタ）アクリロイル化される可能性があるフェノール性水酸
基を含有しないものが好ましい。
【００２３】
本発明では、これらの中でも、密着性、可撓性、半田耐熱性に優れる点では前記構造式Ｐ
ｈ１－１のフェニル骨格を有するものが好ましい。また、前記構造式Ｐｈ１－４に代表わ
されるようにフェニル骨格にメチル基を有するものは、可撓性の改善効果が顕著なものと
なり好ましい。また、ナフチルメチルオキシ基又はアントラニルメチルオキシ基含有芳香
族炭化水素基（ｐｈ１）が分子末端に位置する場合には、下記構造式Ｐｈ１－１４～Ｐｈ
１－２２で表わされるものが挙げられる。
【００２４】
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ここで、上掲した構造のうちナフタレン骨格の場合、メチレンエーテル基と他の構造部位
との結合は、同一核上であってもよいし、或いは、それぞれ異核上にあってもよい。
【００２５】
本発明では、これらのなかでも、低粘度で、硬化性、耐熱性、耐湿耐半田性に優れる点で
は前記構造式Ｐｈ１－１４のフェニル骨格を有するものが好ましい。また、前記構造式Ｐ
ｈ１－１５、Ｐｈ１－２０、Ｐｈ１－２２に代表されるようにフェニル骨格にメチル基を
有するものは、耐熱性と耐湿耐半田性の改善効果が顕著なものとなり好ましい。
【００２６】
一方、前記フェノール性水酸基を有する芳香族炭化水素基（ｐｈ２）は、具体的には、下
記構造式Ｐｈ２－１～Ｐｈ２－１７で表わされるものが挙げられる、フェノール、ナフト
ール、及びこれらの芳香核上の置換基としてアルキル基を有する化合物から形成される芳
香族炭化水素基であることが、耐熱性と耐湿耐半田性に優れる点から好ましい。
【００２７】
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【化５】

【００２８】
ここで、上掲した構造のうちナフタレン骨格上に他の構造部位との結合位置を二つ以上有
するものは、それらの結合位置は同一核上であってもよいし、或いは、それぞれ異核上に
あってもよい。
【００２９】
本発明では、これらの中でも、特に、硬化性に優れる点ではＰｈ２－１、耐湿耐半田性の
点からはＰｈ２－４が好ましい。
【００３０】
次に、硬化性樹脂の樹脂構造中に有する、２価の基（Ｘ）は、前記した一般式（１）およ
び（２）で表わされるから選ばれる少なくとも１種であり、具体的には、下記Ｘ－１～Ｘ
－１１で表わされる構造のものが挙げられる。
【００３１】
【化６】

【００３２】
これらの中でも、最終的に得られる硬化性樹脂からなるソルダーレジストの、特に密着性
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と半田耐熱性に優れる点から、Ｘ－１、Ｘ－６、可撓性と半田耐熱性に優れる点ではＸ－
７が好ましい。
【００３３】
本発明の硬化性樹脂は、ナフチルメチルオキシ基又はアントラニルメチルオキシ基含有芳
香族炭化水素基（Ｐｈ１）及びビニルエステル基含有芳香族骨格（Ｐｈ２'）からなる群
から選択される芳香族炭化水素基の複数が、２価の基（Ｘ）を介して結合された樹脂構造
を有するものであり、これらの結合の形態は任意の組み合わせを採ることができる。なお
、ビニルエステル基含有芳香族骨格（Ｐｈ２'）は、フェノール性水酸基を有する芳香族
炭化水素基（ｐｈ２）にエピハロヒドリンを反応させ、得られたエポキシ基に（メタ）ア
クリル酸又はそのハロゲン化物（ａ－２）を反応させ、得られたエポキシアクリレートの
水酸基に多塩基酸無水物を反応させて得られるものである。このような各構成部位から構
成される硬化性樹脂の分子構造は、ナフチルメチルオキシ基又はアントラニルメチルオキ
シ基含有芳香族炭化水素基（Ｐｈ１）を「Ｐｈ１」、ビニルエステル基含有芳香族炭化水
素基（Ｐｈ２'）を「Ｐｈ２'」、２価の基（Ｘ）を「Ｘ」で表わした場合、下記部分構造
式Ｂ１及びＢ２で表わされる構造部位
【００３４】
【化７】

【００３５】
を繰り返し単位とするランダム共重合体、若しくはブロック共重合体、Ｂ２を繰り返し単
位とする重合体ブロックの分子鎖中にＢ１が存在する重合体、或いは、下記構造式Ｂ３～
Ｂ８
【００３６】
【化８】

【００３７】
で表わされる構造部位を分岐点として樹脂構造中に有する重合体、或いは、これら自体を
繰り返し単位とする重合体であって、その樹脂構造の末端に下記構造式Ｂ９又はＢ１０
【００３８】

【化９】

【００３９】



(11) JP 5929068 B2 2016.6.1

10

20

30

40

50

で表わされる構造を有するものが挙げられる。
【００４０】
本発明では、このような特徴的な化学構造を有することから、分子構造中の芳香族含有率
が高くなり、硬化物に優れた可撓性と半田耐熱性を付与することができる。特に、本発明
の硬化性樹脂の基本骨格となるナフチルメチルオキシ基又はアントラニルメチルオキシ基
含有芳香族炭化水素基（Ｐｈ１）又はビニルエステル基含有芳香族骨格（Ｐｈ２'）を構
成する芳香核がフェニル基又はアルキル置換フェニル基で構成されるものが半田耐熱性の
改善効果が大きくなる点から好ましい。フェニル基又はアルキル置換フェニル基で構成さ
れることにより、硬化物に靭性をもたらし、また、側鎖として配置された縮合多環骨格が
低熱膨張を発現させる為、密着性を改善して耐湿耐半田性が飛躍的に改善される他、可撓
性を向上させることができる。
【００４１】
更に、前記２価の基（Ｘ）を介して結合する構造部位としては、アルコキシ基含有芳香族
炭化水素基またはアルキルチオ基含有芳香族炭化水素基を含んでいてもよく、例えば、下
記構造式Ａ１～Ａ１３で表わされるものが挙げられる。
【００４２】
【化１０】

【００４３】
本発明においては、前記硬化性樹脂は、アルコキシ基含有芳香族炭化水素基をその樹脂構
造中に含む場合、該アルコキシ基含有芳香族炭化水素基は、前記構造式Ａ８で表わされる
構造を有するものが硬化物の可撓性、半田耐熱性に優れる点から好ましい。
【００４４】
更に、ナフチルメチルオキシ基又はアントラニルメチルオキシ基の存在割合は、ビニルエ
ステル基とナフチルメチルオキシ基又はアントラニルメチルオキシ基が１０：９０～９９
：１の割合であることが密着性、可撓性、及び半田耐熱性の改善効果が高くなる点から好
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ましく、更に６０：４０～９０：１０、更に６５：３５～８０：１５の割合であることが
、シリカ等の充填材の親和性やガラス基材への含浸性に優れ本発明の効果を顕著すること
から好ましい。
【００４５】
これらの中でも，密着性と半田耐熱性の改善効果が著しいことから、Ｐｈ１がＰｈ１－１
とＰｈ１－２、Ｐｈ２'がＰｈ２'－１とＰｈ２'－４、２価の基（Ｘ）がＸ－１、Ｘ－６
、Ｘ－７である硬化性樹脂が好ましい。Ｐｈ２'－１とＰｈ２'－４は、Ｐｈ２－１、Ｐｈ
２－４で示されるフェノール性水酸基を有する芳香族炭化水素基（ｐｈ２）にエピハロヒ
ドリンを反応させ、得られたエポキシ基に（メタ）アクリル酸又はそのハロゲン化物（ａ
－２）を反応させ、得られたエポキシアクリレートの水酸基に多塩基酸無水物を反応させ
て得られるものである。
【００４６】
また、本発明で用いる上記フェノール系樹脂（Ｉ－１）は、例えば、以下の方法で製造す
ることができる。即ち、下記構造式
【００４７】
【化１１】

【００４８】
（式中、ｎは０以上の整数である。）
で表わされるフェノールアラルキル樹脂、下記構造式
【００４９】
【化１２】

【００５０】
（式中、ｎは０以上の整数である。）
で表わされるビフェニルノボラック樹脂、又は下記構造式
【００５１】
【化１３】

【００５２】
（式中、ｎは０以上の整数である。）
で表わされるナフトールアラルキル樹脂などの２価アラルキル基を有するフェノール樹脂
と、ナフチルメチル化剤又はアントラニルメチル化剤（ｉｉ）とを反応させる方法（方法
１）、フェノール化合物（Ｐｈ１’）を２価のアラルキル化剤（Ｘ’）と反応させてアラ
ルキル型フェノール樹脂を製造した後、これをナフチルメチル化剤又はアントラニルメチ
ル化剤（ｉｉ）と反応させる方法（方法２）、ノボラック樹脂と、ナフチルメチル化剤又
はアントラニルメチル化剤（ｉｉ）とを反応させる方法（方法３）、などが挙げられる。
【００５３】
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方法２において使用できるフェノール化合物（Ｐｈ１’）としては、例えば、フェノール
、レゾルシノール、ヒドロキノンなどの無置換フェノール系化合物、クレゾール、フェニ
ルフェノール、エチルフェノール、ｎ－プロピルフェノール、ｉｓｏ－プロピルフェノー
ル、ｔ－ブチルフェノールなどの一置換フェノール系化合物、キシレノール、メチルプロ
ピルフェノール、メチルブチルフェノール、メチルヘキシルフェノール、ジプロピルフェ
ノール、ジブチルフェノールなどの二置換フェノール系化合物、メシトール、２，３，５
－トリメチルフェノール、２，３，６－トリメチルフェノール等の三置換フェノール系化
合物、１－ナフトール、２－ナフトール、メチルナフトールなどのナフトール類などのフ
ェノール系化合物等が挙げられる。
【００５４】
これらのなかでも、硬化物の難燃性と耐湿耐半田性及び組成物が流動性に優れる点から１
－ナフトール、２－ナフトール、クレゾール、フェノールが特に好ましい。
【００５５】
また、２価のアラルキル化剤（Ｘ’）は、具体的には、１，２－ジ（クロロメチル）ベン
ゼン、１，２－ジ（ブロモメチル）ベンゼン、１，３－ジ（クロロメチル）ベンゼン、１
，３－ジ（フルオロメチル）ベンゼン、１，４－ジ（クロロメチル）ベンゼン、１，４－
ジ（ブロモメチル）ベンゼン、１，４－ジ（フルオロメチル）ベンゼン、１，４－ジ（ク
ロロメチル）－２，５－ジメチルベンゼン、１，３－ジ（クロロメチル）－４，６－ジメ
チルベンゼン、１，３－ジ（クロロメチル）－２，４－ジメチルベンゼン、４，４’－ビ
ス（クロロメチル）ビフェニル、２，２’－ビス（クロロメチル）ビフェニル、２，４’
－ビス（クロロメチル）ビフェニル、２，３’－ビス（クロロメチル）ビフェニル、４，
４’－ビス（ブロモメチル）ビフェニル、４，４’－ビス（クロロメチル）ジフェニルエ
ーテル、２，７－ジ（クロロメチル）ナフタレン、ｐ－キシリレングリコール、ｍ－キシ
レングリコール、１，４－ジ（２－ヒドロキシ－２－エチル）ベンゼン、４，４’－ビス
（ジメチロール）ビフェニル、２，４’－ビス（ジメチロール）ビフェニル、４，４’－
ビス（２－ヒドロキシ－２－プロピル）ビフェニル、２，４’－ビス（２－ヒドロキシ－
２－プロピル）ビフェニル、１，４’－ジ（メトキシメチル）ベンゼン、１，４’－ジ（
エトキシメチル）ベンゼン、１，４’－ジ（イソプロポキシ）ベンゼン、１，４’－ジ（
ブトキシ）ベンゼン、１，３’－ジ（メトキシメチル）ベンゼン、１，３’－ジ（エトキ
シメチル）ベンゼン、１，３’－ジ（イソプロポキシ）ベンゼン、１，３’－ジ（ブトキ
シ）ベンゼン、１，４－ジ（２－メトキシ－２－エチル）ベンゼン、１，４－ジ（２－ヒ
ドロキシ－２－エチル）ベンゼン、１，４－ジ（２－エトキシ－２－エチル）ベンゼン、
４，４’－ビス（メトキシメチル）ビフェニル、２，４’－ビス（メトキシメチル）ビフ
ェニル、２，２’－ビス（メトキシメチル）ビフェニル、２，３’－ビス（メトキシメチ
ル）ビフェニル、３，３’－ビス（メトキシメチル）ビフェニル、３，４’－ビス（メト
キシメチル）ビフェニル、４，４’－ビス（エトキシメチル）ビフェニル、２，４’－ビ
ス（エトキシメチル）ビフェニル、４，４’－ビス（イソプロポキシ）メチルビフェニル
、２，４’－ビス（イソプロポキシ）メチルビフェニル、ビス（１－メトキシ－１－エチ
ル）ビフェニル、ビス（１－メトキシ－１－エチル）ビフェニル、ビス（１－イソプロポ
キシ－１－エチル）ビフェニル、ビス（２－ヒドロキシ－２－プロピル）ビフェニル、ビ
ス（２－メトキシ－２－プロピル）ビフェニル、ビス（２－イソプロポキシ－２－プロピ
ル）ビフェニル、ｐ－ジビニルベンゼン、ｍ－ジビニルベンゼン、４，４’－ビス（ビニ
ル）ビフェニルが挙げられる。
【００５６】
ここで、フェノール化合物（Ｐｈ１’）と２価のアラルキル化剤（Ｘ’）との反応はアラ
ルキル化剤に対して過剰量のフェノール性化合物が使用される。縮合剤の使用量は、フェ
ノール性化合物１モルに対して０．０１～１．０モルの範囲であるが、０．０１～０．７
モル、０．０５～０．５モルの範囲である。これより多いと、ナフチルメチル化剤又はア
ントラニルメチル化剤（ｉｉ）を反応させた後の樹脂の粘度が高くなり成形性、含浸性に
支障をきたし、本発明の効果を十分発揮することができない。
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【００５７】
この反応は酸触媒の存在下に行うことがよく、この酸触媒としては、周知の無機酸、有機
酸より適宜選択することができる。このような酸触媒としては、例えば、塩酸、硫酸、燐
酸等の鉱酸や、ギ酸、シュウ酸、トリフルオロ酢酸、ｐ－トルエンスルホン酸、ジエチル
硫酸等の有機酸や、塩化亜鉛、塩化アルミニウム、塩化鉄、三フッ化ホウ素等のルイス酸
あるいは、活性白土、シリカ－アルミナ、ゼオライト等の固体酸等が挙げられる。
【００５８】
方法２における上記反応は、１０～２５０度（摂氏）で１～２０時間行うことができる。
更に、反応溶媒として、メタノール、エタノール、プロパノール、ブタノール、エチレン
グリコール、メチルセロソルブ、エチルセロソルブ等のアルコール類や、ベンゼン、トル
エン、クロロベンゼン、ジクロロベンゼン等を使用してもよい。
【００５９】
反応終了後、場合により、中和、水洗等の方法により、触媒を除去し、必要に応じて残存
する溶媒及び未反応フェノール性化合物を減圧留去等の方法により系外に除き、多価ヒド
ロキシ樹脂とする。未反応フェノール性化合物は、通常、３％以下、好ましくは１％以下
とする。これより多いと硬化物とした場合の耐熱性が低下する。但し、反応に２価以上の
フェノール性化合物を用いる場合は、反応後、残存するフェノール性化合物を除かなくて
もよい。
【００６０】
次に、前記方法１～方法３において用いられるナフチルメチル化剤又はアントラニルメチ
ル化剤（ｉｉ）は、具体的には、１－ナフチルメチルクロリド、２－ナフチルメチルクロ
リド、（９－アントラニルメチル）クロリド、１－メトキシメチルナフタレン、１－ナフ
チルメタノール、２－メトキシメチルナフタレン、２－ナフチルメタノール、９－（メト
キシメチル）アントラセンが挙げられる。
【００６１】
方法１～方法３における、フェノール系樹脂（ｉ）と、ナフチルメチル化剤又はアントラ
ニルメチル化剤（ｉｉ）との反応は、アルカリ触媒を用いる必要がある。ここで用いられ
るアルカリ触媒としては、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム等のアルカリ金属
水酸化物、金属ナトリウム、金属リチウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウムとの無機アル
カリ類などが挙げられる。その使用量はナフチルメチル化剤又はアントラニルメチル化剤
（ｉｉ）のモル数に対して１．０～２．０倍となる範囲のモル数が好ましい。テトラエチ
ルアンモニウムクロライド等の四級アンモニウム塩などを併用してもよいが、特に使用し
なくても反応は進行する。該反応に際し、反応温度は２０～１５０℃、好ましくは４０～
１２０℃の反応条件下がよい。また、ナフチルメチル化剤又はアントラニルメチル化剤（
ｉｉ）の使用量はフェノール系樹脂（ｉ）中の水酸基１モルに対して０．０１モル～２モ
ルの範囲、好ましくは０．０３モル～１モルの範囲である。
【００６２】
この反応を行う際、必要に応じて有機溶剤を使用することができる。使用できる有機溶剤
の具体例としては、メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、トルエン、キシレン、メチル
イソブチルケトンなどが挙げられるがこれらに限定されるものではない。但し、１－ナフ
チルメチルクロリド、２－ナフチルメチルクロリド、(９－アントラニルメチル)クロリド
を用いる場合は、副反応が起こるためアルコール系有機溶剤は使用しない方が好ましい。
有機溶剤の使用量としては仕込み原料の総質量に対して通常１０～５００質量％、好まし
くは３０～２５０質量％である。
【００６３】
また得られる該多価ヒドロキシ化合物の着色が大きい場合は、それを抑制するために、酸
化防止剤や還元剤を添加しても良い。前記酸化防止剤としては特に限定されないが、例え
ば、２，６－ジアルキルフェノール誘導体などのヒンダードフェノール系化合物や２価の
イオウ系化合物や３価のリン原子を含む亜リン酸エステル系化合物などを挙げることがで
きる。前記還元剤としては特に限定されないが、例えば、次亜リン酸、亜リン酸、チオ硫
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酸、亜硫酸、ハイドロサルファイトまたはこれら塩や亜鉛などが挙げられる。
【００６４】
反応終了後、必要に応じて反応混合物のｐＨ値が５～９、好ましくは６～８になるまで中
和あるいは水洗処理を行う。中和処理や水洗処理は常法にしたがって行えばよい。中和剤
としては、酢酸、燐酸、燐酸ナトリウム等の酸性物質を中和剤として用いることができる
。中和或いは水洗処理を行った後、減圧加熱下で、未反応のナフチルメチル化剤やアント
ラニルメチル化剤、有機溶剤、副生物を留去し生成物の濃縮を行い本発明のフェノール系
樹脂（Ｉ－１）を得ることができる。また反応終了後の処理操作の中に、精密濾過工程を
導入することが無機塩や異物を精製除去することができる点からより好ましい。
【００６５】
次に、本発明で使用するエポキシ樹脂（Ｉ－２）は、前記した方法で得られるフェノール
系樹脂（Ｉ－１）中のフェノール性水酸基をグリシジル化することによって製造すること
ができる。即ち、前記した方法で得られるフェノール系樹脂（Ｉ－１）をエピハロヒドリ
ン（ａ－１）と反応させる方法が挙げられる。具体的には、前記フェノール系樹脂（Ｉ－
１）中のフェノール性水酸基１モルに対し、エピハロヒドリン（ａ－１）２～１０モルを
添加し、更に、フェノール性水酸基１モルに対し０．９～２．０モルの塩基性触媒を一括
添加または徐々に添加しながら２０～１２０℃の温度で０．５～１０時間反応させる方法
が挙げられる。この塩基性触媒は固形でもその水溶液を使用してもよく、水溶液を使用す
る場合は、連続的に添加すると共に、反応混合物中から減圧下、または常圧下、連続的に
水及びエピハロヒドリンを留出せしめ、更に分液して水は除去しエピハロヒドリンは反応
混合物中に連続的に戻す方法でもよい。
【００６６】
なお、工業生産を行う際、エポキシ樹脂生産の初バッチでは仕込みに用いるエピハロヒド
リンの全てが新しいものであるが、次バッチ以降は、粗反応生成物から回収されたエピハ
ロヒドリンと、反応で消費される分で消失する分に相当する新しいエピハロヒドリンとを
併用することが好ましい。この際、グリシドール等、エピクロルヒドリンと水、有機溶剤
等との反応により誘導される不純物を含有していても良い。この時、使用するエピハロヒ
ドリン（ａ－１）は特に限定されないが、例えば、エピクロルヒドリン、エピブロモヒド
リン、β－メチルエピクロルヒドリン等が挙げられる。これらの中でも、工業的に入手が
容易なことからエピクロルヒドリンが好ましい。
【００６７】
また、前記塩基性触媒は、具体的には、アルカリ土類金属水酸化物、アルカリ金属炭酸塩
及びアルカリ金属水酸化物等が挙げられる。特にエポキシ樹脂合成反応の触媒活性に優れ
る点からアルカリ金属水酸化物が好ましく、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム
等が挙げられる。使用に際しては、これらの塩基性触媒を１０～５５質量％程度の水溶液
の形態で使用してもよいし、固形の形態で使用しても構わない。また、有機溶媒を併用す
ることにより、エポキシ樹脂の合成における反応速度を高めることができる。このような
有機溶媒としては特に限定されないが、例えば、アセトン、メチルエチルケトン等のケト
ン類、メタノール、エタノール、１－プロピルアルコール、イソプロピルアルコール、１
－ブタノール、セカンダリーブタノール、ターシャリーブタノール等のアルコール類、メ
チルセロソルブ、エチルセロソルブ等のセロソルブ類、テトラヒドロフラン、１、４－ジ
オキサン、１，３－ジオキサン、ジエトキシエタン等のエーテル類、アセトニトリル、ジ
メチルスルホキシド、ジメチルホルムアミド等の非プロトン性極性溶媒等が挙げられる。
これらの有機溶媒は、それぞれ単独で使用してもよいし、また、極性を調整するために適
宜二種以上を併用してもよい。
【００６８】
前述のエポキシ化反応の反応物を水洗後、加熱減圧下、蒸留によって未反応のエピハロヒ
ドリンや併用する有機溶媒を留去する。また更に加水分解性ハロゲンの少ないエポキシ樹
脂とするために、得られたエポキシ樹脂を再びトルエン、メチルイソブチルケトン、メチ
ルエチルケトンなどの有機溶媒に溶解し、水酸化ナトリウム、水酸化カリウムなどのアル
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カリ金属水酸化物の水溶液を加えてさらに反応を行うこともできる。この際、反応速度の
向上を目的として、４級アンモニウム塩やクラウンエーテル等の相関移動触媒を存在させ
てもよい。相関移動触媒を使用する場合のその使用量としては、用いるエポキシ樹脂に対
して０．１～３．０質量％の範囲が好ましい。反応終了後、生成した塩を濾過、水洗など
により除去し、更に、加熱減圧下トルエン、メチルイソブチルケトンなどの溶剤を留去す
ることにより高純度のエポキシ樹脂を得ることができる。
【００６９】
次に、このようにして得られたエポキシ樹脂と、（メタ）アクリル酸又はそのハロゲン化
物を反応させた後、多塩基酸無水物（ａ－３）を反応させることによって、本発明の硬化
性樹脂を製造する。
【００７０】
前記エポキシ樹脂と、（メタ）アクリル酸又はそのハロゲン化物との反応は、反応触媒と
して芳香族ホスフィン化合物を、通常は溶剤の使用のもと、反応中の重合（ゲル化）防止
の目的で、空気あるいは窒素ガスで希釈された空気中で、ハイドロキノンあるいはハイド
ロキノンモノメチルエーテルの如き重合防止剤の存在下、例えば、８０～１２０℃の反応
温度で逐次２段階の付加反応で行なうことが好ましい。この反応に用いる溶剤は、反応に
対して不活性なものが好ましく、具体的には、例えば、セロソルブアセテート、カルビト
ールアセテート、芳香族炭化水素類あるいはこれらの混合物などが挙げられる。更に、反
応終了後に、セロソルブあるいはカルビトール類などの活性な溶剤を添加することもでき
る。
【００７１】
反応触媒として用いる芳香族ホスフィン化合物は、空気存在下、高温での本反応に耐える
ものが好ましく、そのような芳香族ホスフィン化合物としては、１個のりん原子に対して
２個以上のフェニル基を有する３級ホスフィン化合物が挙げられ、より具体的には、例え
ば、トリフェニルホスフィン（以下、ＴＰＰとする）、トリトリルホスフィン、ビスジフ
ェニルホスフィノエタンなどが挙げられる。これらのホスフィン化合物は、引き続き行う
多塩基酸無水物（ａ－３）との反応に対して触媒作用を示すため、エポキシ樹脂と（メタ
）アクリル酸又はそのハロゲン化物との反応の際に添加しておくことが好ましい。
【００７２】
反応触媒の添加量は、エポキシ樹脂（Ｉ－２）と、（メタ）アクリル酸又はそのハロゲン
化物との混合物との合計量に対して、０．１８～１．５重量％の範囲が好ましく、０．２
０～０．８０重量％の範囲が特に好ましい。反応触媒の添加量が０．１８重量％よりも少
ない場合、反応に極めて長時間を要したり、条件によっては反応系のゲル化を起こす傾向
にあるので、好ましくない。一方、反応触媒の添加量が１．５重量％よりも多い場合、反
応後の後処理に多量の過酸化水素水の添加を必要とし、結果として製品中の水分の増加な
どの問題を起こす傾向にあるので、好ましくない。
【００７３】
本発明の硬化性樹脂は、前記エポキシ樹脂と（メタ）アクリル酸又はそのハロゲン化物と
の反応物が有する水酸基と多塩基酸無水物（ａ－３）とを反応させることによって得られ
る。この反応は、前段階で用いた反応溶媒ならびに反応触媒を引き続き使用すればよい。
【００７４】
本発明で使用する多塩基酸無水物（ａ－３）としては、例えば、無水マレイン酸、無水コ
ハク酸、無水イタコン酸、ドデシル無水コハク酸、テトラヒドロ無水フタル酸、ヘキサヒ
ドロ無水フタル酸、３－メチルテトラヒドロ無水フタル酸、４－メチルテトラヒドロ無水
フタル酸、３－メチルヘキサヒドロ無水フタル酸、４－メチルヘキサヒドロ無水フタル酸
、３，４－ジメチルテトラヒドロ無水フタル酸、４－（４－メチル－３－ペンテニル）テ
トラヒドロ無水フタル酸、３－ブテニル－５，６－ジメチルテトラヒドロ無水フタル酸、
３，６－エンドメチレン－テトラヒドロ無水フタル酸、７－メチル－３，６－エンドメチ
レンテトラヒドロ無水フタル酸、無水フタル酸、テトラクロロ無水フタル酸、テトラブロ
モ無水フタル酸、無水クロレンド酸、無水トリメリット酸、無水ピロメリット酸、ベンゾ
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フェノンテトラカルボン酸無水物、メチルシクロヘキセンジカルボン酸無水物などが挙げ
られる。これらの中でも、得られる硬化性樹脂の感度の点からテトラヒドロ無水フタル酸
およびヘキサヒドロ無水フタル酸が好ましい。
【００７５】
多塩基酸無水物（ａ－３）の使用割合は、エポキシ樹脂と、（メタ）アクリル酸又はその
ハロゲン化物との反応物が有する水酸基１当量に対して、０．３～１．０当量の範囲が好
ましく、０．４～１．０当量の範囲が特に好ましい。多塩基酸無水物（ａ－３）の使用割
合が０．３当量よりも少ない場合、本発明の硬化性樹脂を必須成分とするソルダーレジス
トのアルカリ現像性が劣る傾向にあるので、好ましくない。
【００７６】
このようにして得られた本発明の硬化性樹脂は、反応後に残留する芳香族ホスフィン化合
物を除去して、製品の粘度安定性を向上させるために、反応生成物に過酸化水素水を添加
して５０～１００℃で処理するのが好ましい。ここで使用される過酸化水素水は、通常、
１０～４０重量％の濃度のものが好ましい。過酸化水素水の添加量は、触媒として用いた
ホスフィン化合物、例えば、ＴＰＰ（当量２６２）に対してモル比で０．５～１０．０の
範囲が好ましい。過酸化水素水の添加量が０．５よりも少ない場合、効果が不充分であり
、一方、過酸化水素水の添加量が１０．０よりも多い場合、得られる硬化性樹脂が劣化す
る傾向にあるので、好ましくない。
【００７７】
このようにして合成及び精製した本発明の硬化性樹脂の酸価は、４０～１００ｍｇＫＯＨ
／ｇの範囲が好ましく、５０～８５ｍｇＫＯＨ／ｇの範囲が特に好ましい。また、本発明
の硬化性樹脂のＧＰＣ測定による重量平均分子量が１万～５万の範囲のものが好ましく、
長期保存安定性の点から１万～３万の範囲のものが特に好ましく、１万～２万の範囲のも
のが更に好ましい。
【００７８】
本発明の硬化性樹脂は、希釈剤、光重合開始剤、及び熱反応性硬化剤と混合することによ
って目的とするソルダーレジストに調製することができる。
【００７９】
ソルダーレジスト中の本発明の硬化性樹脂の割合は、特に制限されるものではないが、感
度、タック性の改善効果が良好なものとなり、更に硬化物の耐熱性、耐溶剤性に優れる点
から１０～７０重量％の範囲が好ましく、３０～６０重量％の範囲が特に好ましい。
【００８０】
前記希釈剤としては、特に限定されるものではないが、例えば、エチルメチルケトン、シ
クロヘキサノン等のケトン類、トルエン、キシレン、テトラメチルベンゼン等の芳香族炭
化水素類、メチルセロソルブ、ブチルセロソルブ、メチルカルビトール、ブチルカルビト
ール、プロピレングリコールモノメチルエーテル、ジプロピレングリコールモノエチルエ
ーテル、ジプロピレングリコールジエチルエーテル等のグリコールエーテル類、酢酸エチ
ル、酢酸ブチル、ブチルセロソルブアセテート、プロピレングリコールモノメチルエーテ
ルアセテート、ジエチレングリコールモノエチルエーテルアセテート等のエステル類、エ
タノール、プロパノール、エチレングリコール、プロピレングリコールなどのアルコール
類、オクタン、デカンなどの脂肪族炭化水素、石油エーテル、石油ナフサ、水添石油ナフ
サ、ソルベントナフサ等の石油系溶剤等の有機溶剤や、２－ヒドロキシエチル（メタ）ア
クリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ
－ビニルカプロラクタム、アクリロイルモルホリン、メトキシテトラエチレングリコール
（メタ）アクリレート、メトキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、ポリエ
チレングリコールジ（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、メラミン
（メタ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリエチレング
リコールジ（メタ）アクリレート、プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリ
プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、グリセリンジグリシジルエーテルジ（メ
タ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、あるいはヘキサンジオール、ト
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リメチロールプロパン、ペンタエリスリトールジトリメチロールプロパン、ジペンタエリ
スリトール、トリス－ヒドロキシエチルイソシアヌレート等の多価アルコール、又はこれ
らのエチレンオキサイドもしくはプロピレンオキサイド付加物の多価（メタ）アクリレー
ト類等の光重合性反応性希釈剤等を挙げることができる。これらのなかでも、特にプロピ
レングリコールモノメチルエーテルアセテート、ジエチレングリコールモノエーテルアセ
テートの単独使用、またはプロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート若しくは
ジエチレングリコールモノエーテルアセテートと芳香族炭化水素類との併用が予備乾燥後
の平滑性が良好となる点から好ましく、更に、プロピレングリコールモノメチルエーテル
アセテート又はジエチレングリコールモノエーテルアセテートに芳香族炭化水素類を併用
すること、更に、これに光重合性反応性希釈剤を併用することが形成塗膜の平滑性の点か
ら好ましい。
【００８１】
前記希釈剤は、単独または２種以上の混合物として用いられ、その含有量は、本発明の硬
化性樹脂１００重量部当り、３０～３００重量部の範囲が好ましく、５０～２００重量％
の範囲が特に好ましい。
【００８２】
前記光重合開始剤としては、例えば、アセトフェノン、２，２－ジエトキシ－２－フェニ
ルアセトフェノン、ｐ－ジメチルアミノプロピオフェノン、シクロロアセトフェノン、２
－メチル－１－〔４－（メチルチオ）フェニル〕－２－モルホリノプロパン－１－オン、
２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルホリノフェニル）－ブタノン－１等
のアセトフェノン類、ベンゾフェノン、２－クロロベンゾフェノン、ｐ，ｐ－ビスジエチ
ルアミノベンゾフェノン、Ｐ，Ｐ－ビスジエチルアミノベンゾヘェノン、４－ベンゾイル
－４’－メチルジフェニルサルファイド等のベンゾフェノン類、ベンジル、ベンゾイン、
ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインイソブチルエーテル等のベンゾインエーテル類、
ベンジルジメチルケタール等のケタール類、チオキサントン、２－クロロチオキサントン
、２，４－ジエチルチオキサントン、２－イソプロピルチオキサントン等のチオキサント
ン類、アントラキノン、２，４，５－トリアリールイミダゾール二量体、２，４，６－ト
リス－Ｓ－トリアジン、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサ
イド等が挙げられる。これらの光重合開始剤は、単独でまたは２種以上を組み合わせて使
用することができる。
【００８３】
本発明のソルダーレジストにおける光重合開始剤の使用量は、特に制限されるものではな
いが、硬化性樹脂１００重量部に対して、０．５～５０重量部の範囲が好ましい。光重合
開始剤を０．５重量部以上用いることにより、硬化性樹脂の光硬化反応が良好に進行し、
また、光重合開始剤を５０重量部以下とすることにより、硬化塗膜の機械物性が良好なも
のとなるので、好ましい。感度、硬化塗膜の機械物性などの面から、この光重合開始剤の
より好ましい配合量は、硬化性樹脂１００重量部に対して、２～３０重量部の範囲である
。
【００８４】
次に、前記熱反応性硬化剤としては、エポキシ樹脂やブトキシ化メラミン樹脂、メトキシ
化メラミン樹脂、ベンゾグアナミン系共縮合樹脂等のアミノ樹脂が挙げられる。これらの
中でも、特に硬化物の耐熱性及び耐溶剤性が良好なものとなる点からエポキシ樹脂が好適
である。このエポキシ樹脂としては、例えば、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフ
ェノールＦ型エポキシ樹脂、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、クレゾールノボラッ
ク型エポキシ樹脂、脂環式エポキシ樹脂、トリスフェノールメタン型エポキシ樹脂、ゴム
変性エポキシ樹脂、トリス（２，３－エポキシプロピル）イソシアヌレート、ジフェニル
ジグリシジルエーテル、テトラメチルジフェニルジグリシジルエーテル等が挙げられる。
【００８５】
また、熱反応性硬化剤として、上記エポキシ樹脂を使用する場合、硬化促進剤を併用する
ことが好ましい。硬化促進剤としては、例えば、メラミン誘導体、イミダゾール誘導体、
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ジシアンジアミド、フェノール誘導体などの公知のエポキシ硬化促進剤等が挙げられる。
【００８６】
このような熱反応性硬化剤は、硬化性樹脂１００重量部に対して５～４０重量部配合する
ことが好ましい。即ち、熱反応性硬化剤の配合量を５重量部以上用いることにより、最終
的に得られる硬化塗膜の耐熱性、耐溶剤性、耐酸性、密着性等の諸物性に優れたものとな
る他、絶縁抵抗等の電気特性に十分な性能が得られ、一方、熱反応性硬化剤の配合量を４
０重量部以下とすることにより、感光性、現像性に優れたものとなる。
【００８７】
本発明のソルダーレジストには、耐熱性向上、流動性調整などの目的で、無機質粉末を含
有することも可能であり、そのような無機質粉末としては、例えば、非結晶シリカ、アモ
ルファスシリカ、高純度結晶シリカ、タルク、クレー、酸化チタン、炭酸カルシウム、水
酸化アルミニウム、アルミナ、硫酸バリウム、含水珪酸、三酸化アンチモン、炭酸マグネ
シウム、マイカ粉、珪酸アルミニウム、珪酸マグネシウム等が挙げられる。
【００８８】
本発明のソルダーレジストには、更に必要に応じて、着色剤、シリコン化合物やアクリレ
ート共重合体、フッ素系界面活性剤等のレベリング剤、シランカップリング剤等の密着付
与剤、アエロジル等のチクソトロピー剤、また、ハイドロキノン、ハイドロキノンモノメ
チルエーテル、ピロガロール、ターシャリブチルカテコール、フェノチアジン等の重合禁
止剤、また、各種界面活性剤や高分子分散剤等の分散安定剤、さらにハレーション防止剤
、難燃剤、消泡剤、酸化防止剤等の各種添加剤を加えることもできる。
【００８９】
本発明のソルダーレジストは、本発明の硬化性樹脂、希釈剤、光重合開始剤、熱反応性硬
化剤及びその他無機質粉末、各種添加剤を加えて混合し、その混合物を、三本ロールミル
等を用いて、例えば、０．５時間混合する等により固形分の分散を行ない、分散液として
得られる。
【００９０】
このようにして得られたソルダーレジストは、スクリーン印刷、カーテンコート法、ロー
ルコート法、スピンコート法、ディップコート法等によりプリント基板上に１０～１５０
μｍ（液膜厚）の厚さに塗布した後、６０～８０℃で１５～６０分予備乾燥し有機溶剤等
の揮発分を揮発させた後、その乾燥塗膜に所望のソルダーマスクパターンのネガフィルム
を密着させ、その上から紫外線又は電子線などの放射線を照射する。その後、ネガフィル
ムを取り除き、希アルカリ水溶液を現像液として現像することにより非露光領域の塗膜は
除去されるが、露光部分の塗膜は光硬化しているので除去されず残留する。この際の希ア
ルカリ水溶液としては、０．５～５重量％の炭酸ナトリウム水溶液が一般的であるが、他
のアルカリ溶液も使用可能である。次いで、１３０～１６０℃で２０～９０分熱風乾燥機
等で熱硬化させることにより硬化物を得ることができる。
【実施例】
【００９１】
次に本発明を実施例、比較例により具体的に説明するが、以下において「部」及び「％」
は特に断わりのない限り質量基準である。尚、ＧＰＣ測定、ＮＭＲ、ＭＳスペクトルは以
下の条件にて測定した。
【００９２】
１）ＧＰＣ：
・装置：東ソー株式会社製 ＨＬＣ－８２２０ ＧＰＣ、カラム：東ソー株式会社製 ＴＳ
Ｋ－ＧＥＬ Ｇ２０００ＨＸＬ＋Ｇ２０００ＨＸＬ＋Ｇ３０００ＨＸＬ＋Ｇ４０００ＨＸ
Ｌ
・溶媒：テトラヒドロフラン
・流速：１ｍｌ／ｍｉｎ
・検出器：ＲＩ
【００９３】
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２）ＮＭＲ：日本電子株式会社製 ＮＭＲ ＧＳＸ２７０
【００９４】
３）ＭＳ ：日本電子株式会社製 二重収束型質量分析装置 ＡＸ５０５Ｈ（ＦＤ５０５Ｈ
）
【００９５】
＜合成例１＞
（ナフチルメチルオキシ基を有するフェノール樹脂誘導体（１）の合成）
温度計、冷却管、分留管、窒素ガス導入管及び撹拌器を取り付けたフラスコに、窒素ガス
パージを施しながら、フェノールアラルキル樹脂（三井化学製の「ＸＬＣ－４Ｌ」）１６
８．０ｇ（水酸基１．００当量）、１－クロロメチルナフタレン４５．９ｇ（０．２６モ
ル）及びメチルイソブチルケトン３００．０ｇを仕込み、室温下、窒素を吹き込みながら
攪拌した。内容物を６０℃まで昇温させた後、４９％水酸化ナトリウム水溶液２３．３ｇ
（０．２９モル）を１時間要して滴下した。滴下終了後、昇温し、７０℃で２時間、９５
℃で２時間、更にリフラックスさせながら５時間反応させた。反応終了後、内容物の温度
を８０℃とし、有機層を水１００ｇで４回水洗を繰り返した後、メチルイソブチルケトン
を加熱減圧下に除去してナフチルメチルオキシ基を有するフェノール樹脂誘導体（１）を
得た。得られたフェノール樹脂誘導体（１）の軟化点は７２℃（Ｂ＆Ｒ法）、溶融粘度（
測定法：ＩＣＩ粘度計法、測定温度：１５０℃）は１．３ｄＰａ・ｓ、水酸基当量は２７
６ｇ／ｅｑ．であった。
【００９６】
得られたフェノール樹脂誘導体（１）のＧＰＣチャートを図１に、Ｃ１３ ＮＭＲチャー
トを図２に、ＭＳスペクトルを図３にそれぞれ示した。上記分析によりメチルナフチルオ
キシ基の存在を確認した。また、フェノール性水酸基とナフチルメチルオキシ基又はアン
トラニルメチルオキシ基の比率は７４：２６であった。
【００９７】
＜合成例２＞
（ナフチルメチルオキシ基を有するフェノール樹脂誘導体（１）のエポキシ化）
温度計、滴下ロート、冷却管及び撹拌機を取り付けたフラスコに、窒素ガスパージを施し
ながら、第一工程で得たナフチルメトキシ基を有するフェノール樹脂誘導体（１）２７６
ｇ（水酸基１当量）、エピクロルヒドリン４６３ｇ（５．０モル）、ｎ－ブタノール１３
９ｇ及びテトラエチルベンジルアンモニウムクロライド２ｇを仕込んだ後、内容物を溶解
させた。内容物を６５℃に昇温させた後、共沸する圧力まで減圧して、４９％水酸化ナト
リウム水溶液９０ｇ（１．１モル）を５時間かけて滴下した。その後、同条件で０．５時
間撹拌を続けた。この間、共沸によって留出してきた留出分をディーンスタークトラップ
で分離し、水層を除去し、油層を反応系内に戻しながら、反応を行った。その後、未反応
のエピクロルヒドリンを減圧蒸留によって留去させて粗エポキシ樹脂を得た。粗エポキシ
樹脂に、メチルイソブチルケトン５９０ｇ及びｎ－ブタノール１７７ｇを加えて溶解した
。更に、この溶液に１０％水酸化ナトリウム水溶液１０ｇを添加して８０℃で２時間反応
させた後、洗浄液のｐＨが中性となるまで水１５０ｇで水洗を３回繰り返した。次いで共
沸によって系内を脱水し、精密濾過を経た後に、溶媒を減圧下で留去してナフチルメトキ
シ基を有するエポキシ樹脂（２）２９９ｇを得た。得られたエポキシ樹脂（２）の軟化点
は６２℃（Ｂ＆Ｒ法）、溶融粘度（測定法：ＩＣＩ粘度計法、測定温度：１５０℃）は１
．２ｄＰａ・ｓ、エポキシ当量は３６３ｇ／ｅｑ．であった。
【００９８】
得られたエポキシ樹脂のＧＰＣチャートを図４に、Ｃ１３ ＮＭＲチャートを図５に、Ｍ
Ｓスペクトルを図６にそれぞれ示した。上記分析によりメチルナフチルオキシ基の存在を
確認した。また、グリシジルオキシ基とナフチルメチルオキシ基又はアントラニルメチル
オキシ基の比率は７４：２６であった。
【００９９】
＜実施例１＞
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温度計、滴下ロート、冷却管及び撹拌機を取り付けたフラスコに、合成例１で得たフェノ
ール樹脂（１）２７６ｇ、エクソン化学株式会社製「ソルベッソ１５０」１９０ｇを仕込
み溶解させた後、テトラヒドロ無水フタル酸１０６ｇ（フェノール性水酸基の数：酸無水
物の数＝１：１）を加えて、１１０℃で４時間反応させた。その後、グリシジルメタクリ
レート ７１ｇ（エポキシ基の数：カルボキシル基の数＝０．５：１）、ハイドロキノン
０．１４ｇ、トリフェニルホスフィン０．８６ｇを仕込み、１１０℃で２時間反応後、ト
リフェニルホスフィン０．２９ｇを追加し１２０℃に加熱し１０時間反応させて、酸価が
６２ｍｇＫＯＨ／ｇ、不揮発分のエポキシアクリレートを７０％含有する樹脂溶液（Ｃ－
１）を得た。得られた樹脂は、マススペクトルの理論構造に相当するＭ＋＝８７８のピー
クにより目的の硬化性樹脂（Ｃ－１）であることが確認された。
【０１００】
＜実施例２＞
温度計、滴下ロート、冷却管及び撹拌機を取り付けたフラスコに、合成例２で得たエポキ
シ樹脂（２）３６３ｇとアクリル酸７２．０ｇ（エポキシ基の数：カルボキシル基の数＝
１：１）、ハイドロキノン０．１４ｇを仕込み、１００℃に加熱攪拌して均一溶解した。
ついでトリフェニルホスフィン０．８６ｇを仕込み、１１０℃に加熱して２時間反応後、
トリフェニルホスフィン０．２９ｇを追加し、１２０℃に加熱して更に１０時間反応を行
った。その樹脂は、マススペクトルで理論構造に相当するＭ＋＝５４６、Ｍ＋＝８７０の
ピークが得られたことから目的の硬化性樹脂であることが確認された。
【０１０１】
得られた反応液にエクソン化学株式会社製の「ソルベッソ１５０」２３０ｇ、テトラヒド
ロ無水フタル酸１０６．４ｇ（０．７ｍｏｌ）（水酸基の数：酸無水物基の数＝１：０．
７）を仕込み１１０℃で４時間反応を行い、酸価が７３ｍｇＫＯＨ／ｇ、不揮発分のエポ
キシアクリレートを７０％含有する樹脂溶液（Ｃ－２）を得た。この樹脂溶液（Ｃ－２）
にはマススペクトルで理論構造に相当するＭ＋＝８５０、Ｍ＋＝１３２６のピークにより
目的の硬化性樹脂（Ｃ－２）を含有することが確認された。
【０１０２】
＜合成例３＞
温度計、冷却管、分留管、窒素ガス導入管及び撹拌器を取り付けたフラスコに、窒素ガス
パージを施しながら、フェノールノボラック樹脂（軟化点７０℃）１０３．０ｇ（水酸基
１．００当量）と１－クロロメチルナフタレン６５．３ｇ（０．３７モル）、メチルイソ
ブチルケトン２００．０ｇを仕込み、室温下、窒素を吹き込みながら攪拌した。６０℃ま
で昇温した後、４９％水酸化ナトリウム水溶液３３．５ｇ（０．４１モル）を１時間要し
て滴下した。添加終了後昇温し、７０℃で２時間、９５℃で２時間、更にリフラックスさ
せながら５時間反応させた。反応終了後、温度を８０℃とし、有機層を水１００ｇで４回
水洗を繰り返した後にメチルイソブチルケトンを加熱減圧下に除去してフェノール樹脂（
３）を得た。得られたフェノール樹脂（３）の軟化点は９０℃（Ｂ＆Ｒ法）、溶融粘度（
測定法：ＩＣＩ粘度計法、測定温度：１５０℃）は３．０ｄＰａ・ｓ、水酸基当量は２４
５ｇ／ｅｑ．であった。
【０１０３】
得られたフェノール樹脂（３）のＧＰＣチャートを図７に、Ｃ１３ ＮＭＲチャートを図
８に、ＭＳスペクトルを図９にそれぞれ示した。上記分析によりメチルナフチルオキシ基
の存在を確認した。また、フェノール性水酸基とナフチルメチルオキシ基の比率は６３：
３７であった。
【０１０４】
＜合成例４＞
温度計、滴下ロート、冷却管及び撹拌機を取り付けたフラスコに、窒素ガスパージを施し
ながら、実施例１で得られたフェノール樹脂（Ａ－１）を２４５ｇ（水酸基１当量）、エ
ピクロルヒドリン４６３ｇ（５．０モル）、ｎ－ブタノール１３９ｇ、テトラエチルベン
ジルアンモニウムクロライド２ｇを仕込み溶解させた。６５℃に昇温した後、共沸する圧
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力まで減圧して、４９％水酸化ナトリウム水溶液９０ｇ（１．１モル）を５時間かけて滴
下した。その後、同条件で０．５時間撹拌を続けた。この間、共沸によって留出してきた
留出分をディーンスタークトラップで分離し、水層を除去し、油層を反応系内に戻しなが
ら、反応を行った。その後、未反応のエピクロルヒドリンを減圧蒸留によって留去させた
。それで得られた粗エポキシ樹脂にメチルイソブチルケトン５９０ｇとｎ－ブタノール１
７７ｇとを加え溶解した。更にこの溶液に１０％水酸化ナトリウム水溶液１０ｇを添加し
て８０℃で２時間反応させた後に洗浄液のＰＨが中性となるまで水１５０ｇで水洗を３回
繰り返した。次いで共沸によって系内を脱水し、精密濾過を経た後に、溶媒を減圧下で留
去してエポキシ樹脂（４）２７１ｇを得た。得られたエポキシ樹脂（４）の軟化点は７６
℃（Ｂ＆Ｒ法）、溶融粘度（測定法：ＩＣＩ粘度計法、測定温度：１５０℃）は２．３ｄ
Ｐａ・ｓ、エポキシ当量は３３５ｇ／ｅｑ．であった。
【０１０５】
得られたエポキシ樹脂（４）のＧＰＣチャートを図１０に、Ｃ１３ ＮＭＲチャートを図
１１に、ＭＳスペクトルを図１２にそれぞれ示した。上記分析によりメチルナフチルオキ
シ基の存在を確認した。また、グリシジルオキシ基とナフチルメチルオキシ基の比率は６
３：３７であった。
【０１０６】
＜実施例３＞
温度計、滴下ロート、冷却管及び撹拌機を取り付けたフラスコに、合成例３で得たフェノ
ール樹脂（３）２４５ｇ、エクソン化学株式会社製「ソルベッソ１５０」２００ｇを仕込
み溶解させた後、テトラヒドロ無水フタル酸１０６ｇ（フェノール性水酸基の数：酸無水
物の数＝１：１）を加えて、１１０℃で４時間反応させた。その後、グリシジルメタクリ
レート ７１ｇ（エポキシ基の数：カルボキシル基の数＝０．５：１）、ハイドロキノン
０．１４ｇ、トリフェニルホスフィン０．８６ｇを仕込み、１１０℃で２時間反応後、ト
リフェニルホスフィン０．２９ｇを追加し１２０℃に加熱し１０時間反応させて、酸価が
６６ｍｇＫＯＨ／ｇ、不揮発分のエポキシアクリレートを７０％含有する樹脂溶液（Ｃ－
１）を得た。得られた樹脂は、マススペクトルの理論構造に相当するＭ＋＝７８８のピー
クにより目的の硬化性樹脂（Ｃ－３）であることが確認された。
【０１０７】
＜実施例４＞
温度計、滴下ロート、冷却管及び撹拌機を取り付けたフラスコに、合成例４で得たエポキ
シ樹脂（４）３３５ｇとアクリル酸７２．０ｇ（エポキシ基の数：カルボキシル基の数＝
１：１）、ハイドロキノン０．１４ｇを仕込み、１００℃に加熱攪拌して均一溶解した。
ついでトリフェニルホスフィン０．８６ｇを仕込み、１１０℃に加熱して２時間反応後、
トリフェニルホスフィン０．２９ｇを追加し、１２０℃に加熱して更に１０時間反応を行
った。その樹脂は、マススペクトルで理論構造に相当するＭ＋＝４５６、Ｍ＋＝６９０の
ピークが得られたことから目的の硬化性樹脂であることが確認された。
【０１０８】
得られた反応液にエクソン化学株式会社製「ソルベッソ１５０」 ２５０ｇ、テトラヒド
ロ無水フタル酸１０６．４ｇ（０．７ｍｏｌ）（水酸基の数：酸無水物基の数＝１：０．
７）を仕込み１１０℃で４時間反応を行い、酸価が７６ｍｇＫＯＨ／ｇ、不揮発分のエポ
キシアクリレートを７０％含有する樹脂溶液（Ｃ－２）を得た。この樹脂溶液（Ｃ－２）
にはマススペクトルで理論構造に相当するＭ＋＝７６０、Ｍ＋＝１１４６のピークにより
目的の硬化性樹脂（Ｃ－４）を含有することが確認された。
【０１０９】
＜比較例＞
ブチルカルビトールアセテート８４．０ｇに、エポキシ当量が２５０ｇ／ｅｑ．のエポキ
シ樹脂「ＥＰＩＣＬＯＮ ＨＰ－５０００」（ＤＩＣ（株）製）２５０．０ｇとアクリル
酸７２．０ｇ（エポキシ基の数：カルボキシル基の数＝１：１）、ハイドロキノン０．１
４ｇを仕込み、１００℃に加熱攪拌して均一溶解した。ついでトリフェニルホスフィン０
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ｇを追加し、１２０℃に加熱して更に１０時間反応を行った。得られた反応液にエクソン
化学株式会社製「ソルベッソ１５０」 ８４．０ｇ、テトラヒドロ無水フタル酸１０６．
４ｇ（０．７ｍｏｌ）（水酸基の数：酸無水物基の数＝１：０．７）を仕込み１１０℃で
４時間反応を行い、酸価が９２ｍｇＫＯＨ／ｇ、不揮発分のエポキシアクリレートを７０
％含有する硬化性樹脂溶液（Ｃ－５）を得た。
【０１１０】
＜合成例５＞ （反応性硬化剤の調整）
ジエチレングリコールモノエチルエーテルアセテート２３０ｇを１００℃に加熱し、オ
ルソクレゾールノボラック型エポキシ樹脂（大日本インキ化学工業（株）製、ＥＰＩＣＬ
ＯＮ Ｎ－６９５、軟化点９５℃、エポキシ当量２１４ｇ／ｅｑ）５３５ｇを均一溶解し
固形分７０％の樹脂溶液を得た。この樹脂を（Ｄ－１）とする。
【０１１１】
＜評価＞
表１に示す配合組成（数値は重量部である）に従って配合し、３本ロールで混合分散させ
て、ソルダーレジストの溶液を調製した。このようにして得たソルダーレジストの密着性
、可撓性、半田耐熱性を表１に示した。なお、ソルダーレジストの密着性、可撓性、半田
耐熱性は、以下に示す方法で評価した。ただし、試験塗膜は、ポリイミドフィルム上に、
前記インキ組成物を６０μｍの厚さ（乾燥前）に塗布し、８０℃で３０分間予備乾燥させ
た後、２００ｍＪ／ｃｍ２の露光量で紫外線を照射し、次いで１重量％炭酸ナトリウム水
溶液を用い、２．０ｋｇ／ｃｍ２のスプレー圧で６０秒間現像処理した後、１５０℃で３
０分ポストキュアーすることにより、硬化塗膜を作成し、これを試験用フレキシブルプリ
ント配線板とし、このものについて評価を行った。
【０１１２】
試験方法及び評価方法
（１）密着性
硬化塗膜に巾１ｍｍで１０×１０のクロスカットを入れ、セロハンテープで剥離テストを
行い剥がれの状態を目視観察した。
○：剥がれが認められないもの
△：１～１０箇所に剥がれが認められるもの
×：１０箇所以上剥がれたもの
【０１１３】
（２）可撓性
硬化塗膜を１８０゜折り曲げた後に、逆側に１８０゜折り曲げる事を３回繰り返した時の
折り曲げ部の状態を目視観察した。
◎：３回折り曲げ後、割れ、白化等の外観変化がないもの。
○：２回折り曲げ後、割れ、白化等の外観変化がないもの。
△：１回折り曲げ後、割れ、白化等の外観変化がないもの。
×：１回折り曲げで白化や割れが発生するもの。
【０１１４】
（３）半田耐熱性
試験用フレキシブルプリント配線板を用い、ＪＩＳ Ｃ ６４８１の試験方法に従って、２
６０℃で半田浴へ１０秒間浸漬を繰り返し行い、試験塗膜に変色、浮き、剥れ、半田潜り
などの変化が認められた段階における繰り返し回数で評価した。
【０１１５】
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